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特定地域サービスの概要

※特定地域居宅サービス等事業については今後
の介護保険部会において説明及び議論予定。



特定地域サービス・特定地域居宅サービス等事業 関係条文
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改正後の介護保険法（平成９年法律第123号）（抄）

○ 特定地域サービス

（特例居宅介護サービス費の支給）

第四十二条

三 居宅要介護被保険者が、指定居宅サービス及び基準該当居宅サービス以外の居宅サービス又はこれに相当するサー
ビスであって、特定地域（人口の減少その他の厚生労働省令で定める基準に該当する地域として都道府県が定めるも
のをいう。以下同じ。）に所在し、かつ、指定居宅サービスの事業に係る基準のうち都道府県の条例で定めるものを
満たすと認められる事業を行う事業所により行われるもの（以下この条において「特定地域居宅サービス」 とい
う。）を受けた場合において、必要があると認めるとき。

⇒ このほか、施設系サービスにおける新たな類型（「特定地域介護福祉施設サービス」等）等とあわせて、「特定地域
サービス」と総称

○ 特定地域サービス等事業

（地域支援事業）

第百十五条の四十五

３ その区域内に特定地域がある市町村は、介護予防・日常生活支援総合事業及び前項各号に掲げる事業のほか、厚生労
働省令で定める基準に従って、地域支援事業として、次の各号に掲げる者に対し当該各号に定める居宅サービス若しく
は介護予防サービス又はこれらに相当するサービスを行う事業（以下「特定地域居宅サービス等事業」という。）を行
うことができる。

一 当該市町村の区域内にある特定地域の区域に住所を有し、かつ、要介護認定を受けた被保険者のうち、居宅におい
て介護を受けるもの 訪問介護、訪問入浴介護、通所介護又は短期入所生活介護

二 当該市町村の区域内にある特定地域の区域に住所を有し、かつ、要支援認定を受けた被保険者のうち、居宅におい
て支援を受けるもの 介護予防訪問入浴介護又は介護予防短期入所生活介護
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介護給付費分科会において整理すべき事項

社会保障審議会介護保険部会（第135回） 資料３
（一部加筆）令和８年６月29日



介護保険部会意見書（抜粋）

Ⅰ 人口減少・サービス需要の変化に応じたサービス提供体制の構築

１．地域の類型を踏まえたサービス提供体制・支援体制

（現状・基本的な視点）

○ （前略）2040 年に向けて、「時間軸」・「地域軸」の両視点から、地域におけるサービス供給の状況を踏まえつつ、人口減少・サービス

需要の変化に応じ、全国を「中山間・人口減少地域」、「大都市部」、「一般市等」と主に３つの地域に分類して、その地域の状況に応じた

サービス提供体制や支援体制を構築していくことが重要である。また、人口構造の変化に応じて、各地域が３つの地域の類型を行き来する可

能性もある。

○ 人口構造の変化に対して、サービスを過不足なく提供 ・維持するためには、どの地域においても都道府県や市町村の役割は重要である。地

域のサービス需要の変化に応じ、介護保険事業計画等の在り方や広域化等の取組の中で、それぞれの地域の類型に応じた対応策をどのように

検討していくか、どのようにサービス提供体制を確保するための支援体制を構築していくか検討することが必要である。近年進歩しているテ

クノロジー等を積極的に活用することも重要である。

（中山間・人口減少地域）

○ 「中山間・人口減少地域」については、サービス提供の維持・確保を前提として、利用者への介護サービスが適切に提供されるよう、住民

の理解の下、新たな柔軟化のための枠組みを設ける必要がある。その際、当該枠組みが必要である地域に限定した対応とするため、対象とな

る地域を特定することが適当である。

○ 対象地域の範囲は、特別地域加算の対象地域を基本としつつ、さらに、地域の実情に応じた柔軟な対応が可能となるよう、高齢者人口の減

少に着目した範囲の考え方など、今後、都道府県・市町村における検討の支援のため、社会保障審議会介護給付費分科会（以下「介護給付費

分科会」という。）等で議論を行い、国において一定の基準を示すことが必要である。また、同一市町村内でもエリアにより高齢者人口の減

少の進展は異なるため、市町村内の一部エリアを特定することも可能とすることが適当である。

○ 対象地域の特定については、新たな柔軟化のための枠組みの導入の検討に応じて、介護保険事業（支援）計画の策定プロセスにおいて、市

町村の意向を確認し、都道府県が決定することが適当である。

（大都市部、一般市等）

○ 「大都市部」、「一般市等」のいずれも、高齢者人口の増減・サービス需要の変化の見通しに基づき、現行制度の枠組みを活用したサービ

ス基盤の維持・確保が求められるものであり、「中山間・人口減少地域」のように新たな柔軟化のための枠組みが必要となるものではないた

め、一定の基準を設けて該当地域を特定することは不要であるが、いずれの地域類型に該当するかを念頭に置きながら、介護保険事業（支

援）計画の策定プロセスにおいて関係者間で対応を議論することが必要である。（後略）

中山間・人口減少地域 高齢者人口が減少し、サービス需要が減少する地域

大都市部 高齢者人口が2040年にかけて増加し続け、サービス需要が急増する地域

一般市等 高齢者人口が増減し、サービス需要の状況が2040年までの間に増加から減少へ転じる地域

社会保障審議会介護保険部会（第135回）
資料３

令和８年６月29日
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介護保険制度の見直しに関する意見（令和7年12月25日社会保障審議会介護保険部会） （抜粋）

Ⅰ 人口減少・サービス需要の変化に応じたサービス提供体制の構築

２．中山間・人口減少地域における柔軟な対応等

（特例介護サービスの枠組みの拡張）

○ 現行制度では、居宅サービス等について、厚生労働省令で定める人員・設備・運営基準の一部を満たしていない場合であっても、都道府県

等が条例で定める基準を満たすもののうち、市町村等が必要と認める場合には基準該当サービスとしてのサービス提供を可能とするほか、離

島や中山間等の地域において市町村等が必要と認める場合、離島等相当サービスとして柔軟なサービスの提供を可能としている。

○ これに加えて、地域の実情に応じてサービス提供体制を維持・確保するため、人材確保、ＩＣＴ機器の活用等の生産性向上の方策など、自

治体が必要な施策を講じた上で、それでもなおやむを得ない場合、中山間・人口減少地域に限定した特例的なサービス提供を行う枠組みとし

て、特例介護サービスに新たな類型を設けることが適当である。

○ この新たな類型においては、

・ 職員の負担への配慮の観点から、職員の賃金の改善に向けた取組、ＩＣＴ機器の活用、サービス・事業所間での連携等を前提に、管理者

や専門職の常勤・専従要件、夜勤要件の緩和等を行うこと

・ サービスの質の確保の観点から、市町村の適切な関与・確認や、配置職員の専門性への配慮を行うことを前提とすること

が考えられ、今後、詳細な要件について、介護給付費分科会等で議論することが適当である。

なお、これらの要件が自治体で厳しく解釈されると、必要な配置基準の緩和が進まなくなるのではないかとの意見があった。

○ 新たな類型の特例介護サービスについては、現行の基準該当サービス・離島等相当サービスの対象となっている居宅サービス等（訪問介護、

訪問入浴介護、通所介護、短期入所生活介護、福祉用具貸与、居宅介護支援等）に加え、施設サービスや居宅サービスのうち特定施設入居者

生活介護も対象とすることが適当である。また、市町村が指定権者となり実施している地域密着型サービスにおける同様のサービスについて

も、同様の対応を実施できるようにすることが適当である。

○ なお、新たな類型の特例介護サービスについては、

・ サービスの質の担保について、事後の確認を行う仕組みについても検討が必要ではないか

・ 介護保険制度は全国どこでも必要なサービスを提供すべきものであり、配置基準の緩和は、慎重に対応するものとして、あくまでも緊急的

な対応として行うものとすべきではないか

・ ＩＣＴ機器の活用などの業務効率化の取組は、必要人員を代替し得るものであるかどうか精査が必要ではないか

・ まずは現行の居宅サービス等に限定し、施設サービス等を対象に含めるかどうかについては、ＩＣＴ機器等の活用実績を踏まえ慎重に検討

すべきではないか

・ 夜勤要件の緩和については、特に職員の負担感などへの配慮が必要ではないか

との意見があったことにも留意し、今後、詳細な要件について、介護給付費分科会等で議論することが適当である。
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社保審－介護給付費分科会
資料１

第261回（R８.７.23)



特定地域サービスの基本的な枠組みについて

特定地域サービスは、中山間・人口減少地域において、人材確保等の方策等自治体が必要な施策を講じた上で、それでも
なお、介護サービス提供体制の維持のためにやむを得ない場合、中山間・人口減少地域に限定して特例的なサービス提供
を行うもの。

（１）対象となる事業所

○ 都道府県が定める特定地域に所在する事業所

※ 特例介護サービス費（基準該当サービス費等）と同様に、市町村に事前登録を行うことを想定

（２）対象介護サービス

①居宅サービス（予防を含む）

：訪問介護、訪問入浴介護、通所介護、短期入所生活介護、特定施設入居者生活介護

②施設サービス

：介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院

③居宅介護支援、介護予防支援

○ 事業所の存続に影響する職種に関する配置運営基準の弾力化
※ 省令で定める基準をもとに、都道府県が条例で基準を策定

○ 国が指定居宅サービスよりも高い水準で定める額を基準として、市町村は報酬設定が可能
※ 包括報酬の枠組みの適用、又は、かかり増し経費の手当

○ 利用者負担、区分支給限度額についても、特例介護サービス費（基準該当サービス等）と同様の取扱い。
○ 居宅サービスの利用に当たっては、居宅介護支援（予防含む）事業所においてケアプランに位置づけられ、利用する。
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１．考え方

２．対象となる介護サービス事業所

３．特定地域サービスの特徴

４．特定地域サービスの利用における枠組み



特別地域加算・離島等相当サービスの対象地域（全部指定）における介護サー
ビス事業所の状況

○市町村全域が、特別地域加算・離島等相当サービスの対象地域である２９９市町村における、
特定地域居宅サービス等事業の主要対象サービスの事業所数

サービス 訪問介護 訪問入浴介護 通所介護 短期入所生活介護

事業所数 ５３４事業所 ３６事業所 ３５２事業所 ３７１事業所

市町村内の事業所数 訪問介護 訪問入浴介護 通所介護 短期入所生活介護

０である市町村 ３９市町村 ２６５市町村 １３１市町村 ７６市町村 

１である市町村 １６４市町村 ３２市町村 １０８市町村 １５０市町村 

（出典）厚生労働省「介護給付費等実態統計月報（令和８年２月サービス提供分）」を任意集計

○市町村全域が、特別地域加算・離島等相当サービスの対象地域である２９９市町村における、
訪問介護等事業所数が０又は１の保険者数

（出典）厚生労働省「介護給付費等実態統計月報（令和８年２月サービス提供分）」を任意集計
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11

特定地域の考え方 ①
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特定地域の考え方 ②
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特定地域の考え方 ③



特定地域Ａ

事業所

特定地域Ａ 一般市B

事業所

特定地域サービス

特定地域A
実施できる

（事業所が特定地域に所在）

特定地域サービス

特定地域A
実施できない

（事業所が特定地域に
所在しない）

特定地域サービスと事業所・利用者について

○ 特定地域サービスについては、都道府県が定める特定地域に事業所が所在する場合に、その特例を適用することとさ
れている。

○ このため、事業所が特定地域に所在しない場合や同一市内で特定地域から外れた地域にある場合には、特定地域サー
ビスの適用とはならない。

→ 都道府県及び市町村において、事業者や利用者の状況をよく勘案し、特定地域の設定を行う必要がある。

（事例１）

（事例２）

同一市内の特定地域外

事業所

特定地域C
特定地域サービス

事業所が
特定地域外

実施できない
→市内の特定地域の設定の仕

方を調整する必要

（事例３）

一般市B

○○

×

×

※事例２、３の場合、特定地域居宅サービス等事業で対応が可能
（利用者が特定地域に住所を有することを要件とし、事業所の所在地は問わない）
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特定地域サービスの導入に向けた第１０期計画期間中の対応について

○ 特定地域サービスや特定地域居宅サービス等事業への移行を円滑に行うためには、自治体において、地域における関
係事業者や住民など、関係者の意見を幅広く聞きながら、検討することが必要。

○ 十分な準備期間を設ける観点から、第10期介護保険事業（支援）計画には、「第10期計画期間中に、特定地域サー
ビスや特定地域居宅サービス等事業の必要性を検討する（、又は活用を検討する）」等、第10期計画期間中の取組内
容を記載することとしており、新サービスの開始時期は、必ずしも令和９年４月１日である必要はなく、各都道府県・
市町村の状況に応じ、第10期計画期間の途中や、第11期計画期間の冒頭となることも差し支えないこととしている。

※令和８年度全国介護保険担当課長会議資料 介護保険計画課説明資料（２）から抜粋
15



＜配置基準の弾力化＞

○配置基準の弾力化について、現行の基準該当サービスの状況を参考に検討していくことは、運用場面を想定しながら議
論が進められると考える。また、管理職や専門職の配置について、サービスの質を一定担保した上で、事業所訪問の連
携やICTの活用により勤務方法の柔軟化を可能にしていくことは必要。

〇特定地域サービスや特定地域居宅サービス等事業を新設・創設しただけでは、中山間・人口減少地域を取り巻く課題に
対しての根本的な解決策になるとは到底思えないため、適切な人員配置基準や評価の仕組みを設定するとともに、併せ
て、当該地域に対して人材確保策や経営支援を講じるなど、引き続き持続可能なサービス提供体制の維持に資する必要
な支援を継続して行っていただきたい。

○離島や中山間地域では、高齢者人口の減少に加え、利用者が広範囲に点在し、サービス提供に伴う移動コストの増加や
深刻な人員不足により介護サービスの維持・確保そのものが課題となっている。このような状況を踏まえると、管理者
や専門職の配置基準の弾力化については、地域に必要な介護サービスを維持する観点から、有効な取組である。また、
ICT機器の活用は、特に離島・中山間地域の小規模事業者における人材の有効活用や業務効率化、経営の安定化につな
がることが期待される。一方で、現場では、職員の高齢化等を背景に、ICTの導入や運用に不安を抱える事業所もある
と聞いており、ICTを扱える人材の確保・育成も課題となっている。ICT機器の活用を前提とした配置基準の弾力化を
検討する場合においては、地域の実情を踏まえた上で、ICT機器の活用・促進が図られるよう、人材の確保・育成に関
する支援等を充実することとともに、要件や事務手続が過度に煩雑にならないような制度設計をお願いしたい。人員配
置基準の弾力化に当たっては、サービスの質の低下につながることのないよう、ICTの活用状況や事業所間連携の実態
等を踏まえながら、利用者の安全確保とサービスの質を適切に担保できる仕組みについて十分検討いただきたい。

○サービスの質の確保や職員への負担軽減の観点から、ICT機器の活用やサービス事業者間での連携等を前提条件として
要件緩和を検討していくべき。中山間、あるいは人口減少地域において、どれくらいICT機器の導入や活用が進んでい
るのかが分かるような資料等も提示し、導入が進んでいない地域においては、地域医療介護総合確保基金などを活用す
るなど、導入が進むよう、国においてもしっかりサポートを行っていただきたい。

これまでの分科会における主なご意見①

※第256回以降の介護給付費分科会でいただいた
ご意見について事務局の責任で整理したもの
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＜配置基準の弾力化＞

○指定サービス等を前提としたサービス基盤の維持が困難である地域も特定地域とすることが可能とあり、指定サービス
の維持が困難であれば人員配置基準の緩和が可能になるというのは、事業所や保険者の人材確保への意欲や努力が損な
われるのではないかと強い懸念。国会の附帯決議には、適用がなし崩しに拡大することがないよう適切に運用すること
とあり、特定地域については、検証も行われるそうですが、最初から定義を緩めないで検討をお願いしたい。

○サービスの質の維持や介護職員の負担の増加に対する懸念の声もあることから、現在の基準該当サービスや離島等相当
サービスの現状を配慮する必要があるのではないか。

〇特定地域については管理者について、現行認められている一定の緩和が実施できることを十分に周知を行った上で、宿
泊を伴う等、24時間のサービス提供を行う事業を除き、日中中心のサービス提供を実施する業務を行う場合には、電話
やオンライン、ICT機器の活用などもできることとし、また、緊急時は当日中に駆けつけられるということ等を要件と
して、同一市町村内及び移動距離や時間等、一定の要件を設けた上で、近隣市町村勤務の場合も兼務を可能としてはど
うか。
また、特定地域の配置基準について現行の基準該当サービスの緩和要件に加え、さらに確保が難しい有資格職員につい
ては、職種によっては市町村を含め、各地域内や隣接地域で確保できることを認めてはどうか。
また、常勤ではなく非常勤や契約職員でも認められるよう、現在の常勤の勤務者が勤務すべき時間数は32時間とされ
ているが、事業所での固定的な時間数を設けない、または一定緩和できるということなども検討してはどうか。

〇同一敷地内における複数サービスを包括的に運営するための配置基準に関して、今後さらに介護の担い手が減少するこ
とを想定し、限られた人材で最大限のサービスを提供するために、同一敷地内の他事業所定員との合算を認めることに
より、介護従事者に無理がない形で効率的な運営を行うことが可能となるよう、包括的な配置基準を検討するべき。ま
た、絶対数の少ない職種については、タスクシフト、タスクシェア、オンライン、外部機関からの応援・連携による事
業の継続など、様々な関与の仕組みの構築が必要。

これまでの分科会における主なご意見②

※第256回以降の介護給付費分科会でいただいた
ご意見について事務局の責任で整理したもの
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＜配置基準の弾力化＞

○「職員の負担や質の確保への配慮を前提」とあるが、「質の確保」という点について、どのように評価するかという
ところはまだ具体的に示されていない。どのようにするか、どのような項目で評価するのかというところについては、
今のままでは不十分。この点についても、見直しの中で掲げられているのであれば、しっかり内容を精査して、どのよ
うな形で「質の確保」の評価をするかということについて検討していただきたい。

〇看護師、機能訓練指導員、訪問介護サービス提供責任者、主任ケアマネージャーなどの有資格者の確保が難しくなって
いる現状を踏まえ、介護報酬の算定要件にも影響する配置基準等については、柔軟な配置基準等の在り方をぜひ検討し
ていただきたい。ICT機器の活用等を前提とした場合の管理者、専門職の配置基準の弾力化は、ICTはあくまでも完全
な代替手段ではないので、利用者の安全面やサービスの質の確保ということを考えると、外部の目を入れる、市町村に
よる事後の確認みたいなことを確実にできるような制度化を含めて検討していただきたい。

〇各施設、事業所の人員配置の現状をお示しいただく必要があるのではないか。介護保険部会の意見では、前提として、
職員の賃金改善に向けた取組が示されている。人員確保の取組がないままに配置基準の緩和が拡大し、結果、利用者の
方々への必要な対応を欠くことがないよう、地域の介護サービスを守り支える職員に対する賃金改善の取組を明確に位
置づける必要があると考え、また、それがかなう改定率の確保が不可欠である。各類型においてやむを得ず人員配置基
準を弾力化する場合には、安全及びサービスの質の確保の観点で、利用者数や入居者数が極めて少ない場合であって、
地域の関係サービスとの連携において必要な対応が図られると認められることや、地域においてほかにサービス提供事
業者が得られない場合などの基準を設けなければ、安全面、サービスの質担保の上で課題が極めて大きい。

○中山間・人口減少地域での配置基準の弾力化が単に人材不足を補う対応となり、結果的に現場職員の負担が増大すれば
さらなる人材流出を招き、サービスの質をさらに低下させるという悪循環になりかねない。職員の負担が増加しないた
めの対応が不可欠で、負荷がもし増えるのであれば、相応の賃金改善が不可欠。対象サービスについては、当初から広
げ過ぎず、例えば現行の基準該当サービスの対象サービスから限定的に導入し、職員の負担やサービスの質への影響を
検証した上で拡大するかどうかを検討すべき。また、サービス・事業所間での具体的な連携確保、これについても必須
の要件と考える。さらに外部の目が入る仕組みも重要。運営推進会議等も参考に、サービスの提供状況や質の確保など、
前提条件が満たされているかを定期的に確認する体制が必要。

これまでの分科会における主なご意見③

※第256回以降の介護給付費分科会でいただいた
ご意見について事務局の責任で整理したもの
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＜配置基準の弾力化＞

〇訪問介護事業所が人員不足等のために事業が成り立たないというのであれば、新たな訪問介護事業所を立ち上げるので
はなく、特定地域サービスを活用し、人員配置基準等を弾力化し、既存の社会資源である老健施設や特別養護老人ホー
ムに訪問介護サービスの提供を委託するほうがはるかに効率的であり、地域におけるニーズを補完できるのではないか。
今後、人口減少・中山間地域においては、新たな事業所をつくるといった発想よりも、今ある貴重な社会資源をどう生
かすかという柔軟な発想の転換が重要。

○人材確保が極めて困難な地域ではサービス提供体制そのものを維持することが最も重要であり、そのためには事業継続
の観点から包括的な評価の仕組みと管理者等の兼務要件の柔軟化を一体的に検討することが重要。管理者の配置は、現
行制度においても、一定の要件のもとで兼務が認められていることも踏まえ、サービスの質の確保を前提としつつ、中
山間・人口減少地域の実情に応じて、管理者との兼務をより柔軟に認めていくことは現実的かつ必要な方向性である。

〇配置基準の弾力化は人員不足への対症療法として進めるのではなく、利用者の安全とケアの質を確保するとともに、介
護職員が専門性を十分に発揮しながら安心して働き続けられる環境整備と一体的に進められるべき。この基本的な考え
方を制度設計上も明確に位置づけをお願いしたい。配置基準の緩和後においても専門性が適切に確保されるよう、中核
となる介護福祉士等の配置や有資格者の配置割合など、一定の質を担保する仕組みについても制度上明確にすべきであ
り、専門性を有する介護職員の配置が十分に確保されていないことにより、利用者の安全やケアの質が損なわれること
があってはならない。緩和措置については対象や要件を明確にするとともに、保険者等によるモニタリングや定期的な
検証、見直し、これらを制度上に位置づけ、なし崩し的な拡大を防ぐ仕組みを構築すべきである。

〇サービスの質の確保や職員の負担等に支障がないことを前提として、常勤要件、専従要件の緩和は進めていくべき。そ
の際、各事業所へ配置していくことよりも、連携で地域を支える視点が重要。また、現状の基準該当サービスや離島等
相当サービスの実情や課題も詳細に把握した上で検討していくべき。ICT機器につきましては、現状、直接介護を代替
したり効率化できるものは余り見当たらず、実態を詳細に検討した上での対応が求められる。ICT機器を導入して人員
配置基準を緩和する介護報酬上の仕組みがあるが、ほぼ活用されていないのが実態であることは踏まえる必要がある。

これまでの分科会における主なご意見④

※第256回以降の介護給付費分科会でいただいた
ご意見について事務局の責任で整理したもの
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介護給付費分科会における関係団体等意見交換会においては、以下について要望があった。

＜配置基準の弾力化＞

【全国介護事業者連盟】

○特定施設入居者生活介護では、前回改定で導入された介護職配置要件の特例について、更なる弾力化を検討すべき。

○生産性向上推進体制加算の活用を前提に、人員配置要件の見直しを求める。

【日本ケアテック協会】

○生成AI、フィジカルAI、介護ロボット等の活用を進めることで、人員配置基準の柔軟化を進めるべき。

○単なる配置人数ではなく、利用者アウトカムや職員負担軽減の成果を踏まえた見直しを提案。

○入浴や居室利用制限など、人手不足によるサービス縮小を防ぐ観点からも柔軟化が必要。

【高齢者住まい事業者団体連合会】

○深刻な人材不足への対応として、テクノロジーやAI活用を前提に、人員配置基準のさらなる柔軟化を要望。

【全国社会福祉法人経営者協議会】

○人口減少社会に対応するため、介護・障害・保育分野を横断した人材活用を可能にするよう、専従要件や常勤要件
の緩和を検討すべき。

○中山間地域では有資格者確保が困難であるため、制度運用の柔軟化を求める。

【介護人材政策研究会】

○中山間地域等では介護福祉士の確保が難しく、サービス提供体制強化加算や処遇改善加算に影響していることから、
要件緩和など特例的な取扱いを検討すべき。施設ケアマネ業務の他職種への代替や兼務の検討を提案。

【全国ホームヘルパー協議会・日本ホームヘルパー協会】

○中山間地域・離島では、限られた専門職で高齢者を支えており、地域実情を踏まえた柔軟な制度運用や加算措置が
必要である。

これまでの分科会における主なご意見⑤

※第256回以降の介護給付費分科会でいただいた
ご意見について事務局の責任で整理したもの
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介護給付費分科会における関係団体等意見交換会においては、以下について要望があった。

＜配置基準の弾力化＞

【全日本病院協会】

○業務負担軽減を前提とした運営基準・配置の見直しを提案。

【島根県】

○改正した介護保険法において施設サービスにも人員配置基準の緩和が拡大されることについて、「人材確保を取り
巻く厳しい状況からすると、サービス維持のために必要」である。ただし、サービスの質確保、職員負担軽減、
ICT・介護テクノロジー活用をセットで進めるべき。

【邑智郡総合事務組合】

○現状、小規模多機能型居宅介護では訪問予定がゼロの日でも訪問職員を必ず配置する必要がある。訪問がない日の
待機職員により年間約350万円の人件費が負担であり、中山間地域では経営悪化の要因である。ケアプラン上、訪問
予定がない日は、「訪問職員配置を免除」を進めるべき。ただし、併設の特養、同一法人職員、協力医療機関から
の応援体制を整えるべき。

【社会福祉法人川本福祉会（島根県川本町関係）】

○専門職確保が極めて困難であり、地域実情に応じた配置基準の弾力化を要望。一方、懸念としてサービスの質の低
下、職員負担増加、さらなる人材確保の困難化を見据え、「サービスの質と職員負担に配慮した制度設計」を要望。

【社会福祉法人ふるさと（長崎県西海市関係）】

○法人間連携を前提とし、在籍出向や応援職員を活用しやすくするため、「複数法人にまたがる兼務の要件緩和」を
求める。また、地域連携、共同運営、人材融通を評価する仕組みが必要。

これまでの分科会における主なご意見⑥

※第256回以降の介護給付費分科会でいただいた
ご意見について事務局の責任で整理したもの
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＜包括的な評価の仕組み＞

（報酬設定）

○サービスの利用状況に見合った報酬となるよう、利用回数、利用形態等を考慮した複数の段階で報酬を設定。

○移動時間や悪天候による拘束時間などについての補償を希望する。

○サービス維持のために移動コストも踏まえて設計を行っていくことの必要性は理解できる。

○数段階の報酬の設定、各種加算の包括化については異論なし。

○小規模事業者の事務負担軽減のため、加算の包括化ではなく、請求事務を簡素化できる包括報酬とすべき。

○中山間地域等に係る加算を含む各種加算は基本報酬に組み込み、事務負担の軽減と請求事務の簡素化を図るべき。移動
時間や地形、降雪、船舶利用など地域特有の事情を考慮する必要がある。

○定額報酬によるサービス抑制を防ぐため、利用実績等を踏まえた複数段階の報酬区分を設けるべき。

○中山間・離島地域の小規模事業所は訪問回数が少なく、経営上不利な実態を踏まえた報酬設計が必要。

○包括的な評価は、利用者数の減少や長距離移動などの地域特性がある中でも、事業者が地域でサービスを継続するため
の重要な仕組みとして賛同する。

○通所・訪問サービスにおける移動時間やキャンセル時の負担を踏まえ、サービス提供の有無にかかわらず移動や拘束時
間を評価できる包括的な報酬体系への見直しに賛同する。

これまでの分科会における主なご意見⑦
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※第256回以降の介護給付費分科会でいただいた
ご意見について事務局の責任で整理したもの



＜包括的な評価の仕組み＞

（経営安定・人材確保）

○収入を予見しやすいため、事業所経営の安定化に資するものと考える。

○サービス提供に係る基本包括部分と移動コスト部分を区分し、長距離移動による拘束時間や車両費等を反映した報酬設
定とするとともに、利用者見込み数を示すことで経営の予見性を高めるべき。

○包括的な評価は、突然のキャンセルや移動負担、季節変動による経営の不安定さに対応し、経営の予見性向上につなが
る仕組みとして検討すべき。

○移動コストや地域特性を踏まえ、事業者の経営の予見性を高める包括的な評価の仕組みは、地域における介護サービス
提供体制の維持の観点から推進すべき。事業継続のためには、報酬面だけではなく、人材面への対応が不可欠。

（質の確保・モラルハザード）

○特定地域サービスは「職員の負担や質の確保への配慮を前提」とするが、質の確保をどのように評価するか検討してほ
しい。公平な立場の第三者的な評価の導入が必要。

○包括的評価はサービスの利用実績と報酬との関係が希薄になることにより、必要なサービス提供が十分に行われなくな
るなど、モラルハザードの抑制が必要。

○随時、サービスの提供状況等を確認できるよう、外部の目が入り、管理・検証できる仕組みが不可欠。

○計画と実績の乖離を確認するため、利用実績が計画の50％未満の状態が一定期間続く場合には、自治体によるヒアリ
ングなどのモニタリングを行うべき。

○制度導入後も、保険者やケアマネジャーによる外部確認に加え、現場職員の意見を継続的に把握・検証する仕組みが必
要。

○サービスの質を確保するため、運営推進会議等に保険者やケアマネジャーが参加し、外部の視点による確認を行うこと
も有効。

これまでの分科会における主なご意見⑧
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※第256回以降の介護給付費分科会でいただいた
ご意見について事務局の責任で整理したもの



＜包括的な評価の仕組み＞

（利用者負担・保険者負担）

○特定地域サービスは「職員の負担や質の確保への配慮を前提」とするが、質の確保をどのように評価するか検討してほ
しい。公平な立場の第三者的な評価の導入が必要。

○利用者が自己負担に納得できるよう、一定のサービス量の確保やモラルハザードの防止もしっかりと考えていくべき。

○事務負担軽減の観点から、余り細かくし過ぎず、分かりやすい仕組みが好ましい。

○保険者や利用者の負担に影響を及ぼす可能性もあることを十分に踏まえた検討が必要である。制度導入による利用者・
保険者への影響を十分検証するとともに、特定地域に係る保険者等の負担が著しく増加しないよう、国による必要な財
政支援措置についても検討が必要。

○利用者の負担額や保険料への影響が生じると考えられるため、影響に配慮しながら制度を検討すべき。

○人口が少なく広域をカバーする地域では、市町村委託による特定地域居宅サービス等事業の活用など、行政と連携した
運営や利用者負担に配慮した仕組みを検討すべき。

○包括報酬の検討に当たっては、利用者の視点も踏まえながら、幅広い観点から制度設計を進めるべき。

これまでの分科会における主なご意見⑨
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介護給付費分科会における関係団体等意見交換会においては、以下について要望があった。

【社会福祉法人川本福祉会（島根県川本町関係）】 

○利用回数が少ない方への負担増や、利用回数の増加要望への対応など、利用者と現場双方に無理が生じないような丁寧
な制度設計が必要である。

【島根県】

○訪問介護については、全国一律ではなく中山間地域の事を反映、移動コスト等への配慮、定額化しても事業継続できる
報酬水準に配慮いただき、地域の実情を踏まえた制度設計が必要である。
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